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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

連結経営指標等 

  

 
(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２ 売上高には、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という）は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４ 第163期より金額の表示単位を千円単位から百万円単位に変更いたしました。なお、比較を容易にするため

第162期以前についても百万円単位に組替え表示しております。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第162期

第２四半期連結
累計期間

第163期
第２四半期連結

累計期間

第162期
第２四半期連結

会計期間

第163期 
第２四半期連結 

会計期間
第162期

会計期間

自 平成21年
１月１日

至 平成21年
６月30日

自 平成22年
１月１日

至 平成22年
６月30日

自 平成21年
４月１日

至 平成21年
６月30日

自 平成22年
４月１日

至 平成22年
６月30日

自 平成21年
１月１日

至 平成21年
12月31日

売上高 (百万円) 55,845 59,565 25,077 29,697 99,311 

経常利益 (百万円) 15,558 3,966 8,179 1,378 12,152 

四半期(当期)純利益 (百万円) 8,697 2,190 5,129 757 6,454 

純資産額 (百万円) － － 54,084 54,252 52,206 

総資産額 (百万円) － － 115,295 113,300 114,092 

１株当たり純資産額 (円) － － 632.55 612.77 590.64 

１株当たり四半期 
(当期)純利益 

(円) 116.46 28.76 68.78 9.94 86.02 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益 

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) － － 40.8 41.2 39.4 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 20,540 △5,595 － － 31,371 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △8,594 △4,327 － － △15,408

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △8,978 5,615 － － △11,614

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(百万円) － － 3,665 738 5,046 

従業員数 (人) － － 1,150 1,128 1,131 
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当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内

容に重要な変更はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1) 連結会社の状況 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員（１日８時間換算）であ

ります。 

  

(2) 提出会社の状況 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第２四半期会計期間の平均雇用人員（１日８時間換算）でありま

す。 

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

 平成22年６月30日現在

従業員数(人) 1,128（332）

 平成22年６月30日現在

従業員数(人) 668（84）
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第２ 【事業の状況】 

当社グループにおいては、当社及び連結子会社が営むガスセグメントが、生産、受注及び販売活動の中

心となっております。 

このため、以下はガスセグメントについて記載しております。 

(1) 生産実績 

ガスの生産実績は次のとおりであります。 

 
(注) ガス量は１ｍ3当たり45MJ換算し、表示単位未満を四捨五入して表示しております。 

  

(2) 受注状況 

ガスについては、その性質上、受注生産は行っておりません。 

(3) 販売実績 

ガスは、導管を通じ直接お客さまに販売しております。また、他のガス事業者に卸販売しておりま

す。 

 
(注) １ 「お客さま数」は、期末取付メーター数を記載しております。 

２ 「お客さま数」には、卸販売先のお客さま数は含みません。 

３ 販売量は１ｍ3当たり45MJ換算し、表示単位未満を四捨五入して表示しております。 

４ 上記数値は、セグメント間の内部取引を含んでおります。 

５ 主要な販売先として、第１四半期連結会計期間から国際石油開発帝石株式会社へ卸販売を開始しておりま

す。なお、当第２四半期連結会計期間における同社への販売実績は90百万ｍ3、総販売実績に対する割合は

25.9％であります。 

６ 第１四半期連結会計期間から、「工業用」、「業務用」、「卸売」の区分を総括し「業務用その他」として

おります。なお、前第２四半期連結会計期間において当第２四半期連結会計期間の表示区分によった場合のガ

ス販売実績は次のとおりであります。 

 
なお、当社グループのガス事業セグメントは、上記のほか、ＬＮＧの販売を行っております。 

１ 【生産、受注及び販売の状況】

区分 至 平成22年６月30日) 

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年４月１日

生産量(百万ｍ3) 前年同四半期比(％)

ガス 350 154.7 

区分 至 平成22年６月30日) 

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年４月１日

数量(百万ｍ3) 前年同四半期比(％) 金額(百万円) 前年同四半期比(％)

ガ
ス
販
売
実
績 

家庭用 26 104.1 5,338 93.9 

業務用その他 320 159.2 19,003 133.3 

計 346 153.1 24,342 122.1 

お客さま数 341,643戸 99.8 

区分 至 平成21年６月30日) 

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年４月１日

数量(百万ｍ3) 金額(百万円)

ガ
ス
販
売
実
績 

家庭用 25 5,682 

業務用その他 201 14,252 

計 226 19,935 
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当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度

の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

(1)経営成績の分析 

当第２四半期連結会計期間の売上高は、ガス販売量の大幅な増加等により、前年同四半期に比べ

18.4％増の29,697百万円となりました。また、販売単価の低下や原材料費の増加等により、営業利益は

前年同四半期に比べ84.2％減の1,290百万円、経常利益は83.2％減の1,378百万円、四半期純利益は

85.2％減の757百万円となりました。 

  
事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

なお、下記のセグメント別業績数値には、セグメント間の内部取引を含んでおります。 

①ガス 

ガス販売量は、県外への広域卸売りの開始等により、前年同四半期に比べ53.1％増の346百万ｍ3と

なりました。 

ガス売上高は、原料費調整制度によりガスの販売単価は低めに推移したものの、ガス販売量が大幅

に増加したことなどから、前年同四半期に比べ22.0％増の25,583百万円となりました。また、上記販

売単価低下の影響に加え原油価格上昇による原材料費の増加等により、営業利益は79.9％減の1,826

百万円となりました。 

②ＬＰＧ・その他エネルギー 

ＬＰＧ販売は、販売量の増加や原料価格上昇に伴う販売単価の上方調整等により、売上高は前年同

四半期に比べ13.7％増の2,857百万円となる一方で、原料価格の上昇により売上原価が増加したこと

などから、営業利益は10.8％減の247百万円となりました。 

③その他 

設備工事売上の減少等により、売上高は前年同四半期に比べ16.3％減の2,871百万円、営業損益は

43百万円の損失となりました。 

  
(2)財政状態の分析 

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、販売量の増加に伴い売掛金が増加し、第３号ＬＮＧ

貯槽の稼動開始により原料在庫が増加する一方、これら運転資金需要に対応した現金及び預金の取り崩

しや、減価償却が進んだことによる有形固定資産の減少等により、前連結会計年度末に比べ791百万円

減の113,300百万円となりました。 

負債は、運転資金の増加等により借入金は増加しましたが、買掛金や未払金、未払法人税等の減少等

により、前連結会計年度末に比べ2,837百万円減の59,048百万円となりました。 

純資産は、四半期純利益の計上により利益剰余金が増加したことなどから、前連結会計年度末に比べ

2,045百万円増の54,252百万円となり、自己資本比率は41.2％となりました。 

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(3)キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第１四半期

連結会計期間末に比べ659百万円減の738百万円となりました。 

  

当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローとその要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動による資金は前年同四半期の14,225百万円の獲得から転じ、359百万円の支出となりまし

た。これは、減価償却前利益は4,626百万円となりましたが、第３号ＬＮＧ貯槽の稼動開始によるた

な卸資産の増加、原料代金決済のタイミングによる仕入債務の減少等による運転資金需要の増加等に

よるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動による資金は前年同四半期に比べ3,048百万円減の520百万円の支出となりました。これ

は、ガス導管網の拡張・整備等の設備投資を行ったことなどによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動による資金は前年同四半期の8,549百万円の支出から転じ、220百万円の収入となりまし

た。これは、既往の長期借入金の返済が進む一方で、運転資金需要増加を短期借入金で対応したこと

などによるものであります。 

  

 
  

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。 

  

(5)研究開発活動 

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は０百万円であります。 

  

  
前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年６月30日)

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 14,225 △359

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △3,568 △520

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △8,549 220 

現金及び現金同等物の 
四半期末残高 

(百万円) 3,665 738 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はあり

ません。 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

 
  

② 【発行済株式】 
  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 
  

 
  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 240,000,000 

計 240,000,000 

種類
第２四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成22年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成22年８月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 76,192,950 76,192,950 
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数 500株

計 76,192,950 76,192,950 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成22年４月１日～ 
平成22年６月30日 

― 76,192,950 ― 6,279 ― 4,098 
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(6) 【大株主の状況】 

平成22年６月30日現在 

 
(注) 「みずほ信託銀行株式会社退職給付信託みずほコーポレート銀行口再信託受託者資産管理サービス信託銀行株

式会社」の持株数2,820千株については、委託者である株式会社みずほコーポレート銀行が議決権の指図権を留保

しております。 

  

(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成22年６月30日現在 

 
  

② 【自己株式等】 

平成22年６月30日現在 

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託銀行株式
会社（信託口） 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 4,737 6.21 

第一生命保険株式会社 東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 4,687 6.15 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口） 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 4,388 5.75 

東京瓦斯株式会社 東京都港区海岸一丁目５番20号 4,000 5.24 

鈴与商事株式会社 静岡県静岡市清水区入船町11番１号 3,491 4.58 

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目３番１号 3,203 4.20 

東京電力株式会社 東京都千代田区内幸町一丁目１番３号 3,000 3.93 

みずほ信託銀行株式会社退職給付信託み
ずほコーポレート銀行口 
再信託受託者資産管理サービス信託銀行
株式会社 (注) 

東東京都中央区晴海一丁目８番12号 2,820 3.70 

株式会社静岡銀行 静岡県静岡市葵区呉服町一丁目10番地 2,682 3.52 

鈴与株式会社 静岡県静岡市清水区入船町11番１号 2,543 3.33 

計 ― 35,551 46.61 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 50,500 

― ―

完全議決権株式(その他) 
普通株式

76,108,000 
152,216 ―

単元未満株式 普通株式 34,450 ― 一単元(500株)未満の株式

発行済株式総数 76,192,950 ― ―

総株主の議決権 ― 152,216 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
静岡瓦斯株式会社 

静岡県静岡市駿河区八幡
一丁目５番38号 50,500 ― 50,500 0.06 

計 ― 50,500 ― 50,500 0.06 
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【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部における株価であります。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当第２四半期報告書提出日までの役員（役職）の異動は、次の

とおりであります。 

  

 
執行役員は以下のとおりであります（平成22年４月１日付）。 

２ 【株価の推移】

月別
平成22年
１月

 
２月

 
３月

 
４月

 
５月

 
６月

最高(円) 623 605 569 546 577 626 

最低(円) 582 522 505 511 505 542 

３ 【役員の状況】

役名 新職名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役 専務執行役員
常務執行役員
企画部長

戸野谷 宏 平成22年４月１日

取締役
専務執行役員 
営業統括部長 

常務執行役員
営業統括部長

宮坂 広志 平成22年４月１日

取締役社長  岩崎 清悟  

専務執行役員 森田 和人 環境・安全統括

専務執行役員 戸野谷 宏 企画管理部門統括

専務執行役員 宮坂 広志 営業部門統括、営業統括部長

常務執行役員 佐塚 一仁 静岡支社長

常務執行役員 杉山  寛 生産・供給部長

常務執行役員 前野 克己 東部支社長

常務執行役員 遠藤 正和 エネルギー営業部長

執 行 役 員 伊久美 豊 富士支社長

執 行 役 員 松永多佳夫 コーポレートサービス部長

執 行 役 員 片山 栄夫 リビング営業部長

執 行 役 員 望月 俊直 静浜幹線建設担当

執 行 役 員 佐塚 健二 企画部長
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）及び「ガス事業会計規則」（昭和29年

通商産業省令第15号）に基づいて作成しております。 

なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第２四半期連

結累計期間（平成21年１月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則及びガ

ス事業会計規則に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及

び当第２四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財

務諸表規則及びガス事業会計規則に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年４

月１日から平成21年６月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年６月

30日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年

６月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。 

  

当社の四半期連結財務諸表に記載される科目、その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載

しておりましたが、第１四半期連結累計（会計）期間より百万円単位で記載することにいたしました。 

なお、比較を容易にするため、前連結会計年度及び前第２四半期連結累計（会計）期間についても百万

円単位に組替え表示しております。 

  

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について

３ 金額の表示単位の変更について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年12月31日) 

資産の部   

固定資産   

有形固定資産   

製造設備 31,934 20,420

供給設備 34,257 35,811

業務設備 3,951 4,057

その他の設備 5,163 5,299

建設仮勘定 2,257 14,316

有形固定資産合計 ※1  77,564 ※1  79,905

無形固定資産 1,599 1,598

投資その他の資産   

投資有価証券 7,372 7,658

長期貸付金 3,258 2,472

繰延税金資産 1,670 1,623

その他投資 880 839

貸倒引当金 △293 △297

投資その他の資産合計 12,888 12,296

固定資産合計 92,053 93,800

流動資産   

現金及び預金 764 5,075

受取手形及び売掛金 9,442 6,898

商品及び製品 345 319

原材料及び貯蔵品 7,122 4,286

繰延税金資産 1,672 1,666

その他流動資産 1,957 2,098

貸倒引当金 △58 △53

流動資産合計 21,247 20,292

資産合計 113,300 114,092
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年12月31日) 

負債の部   

固定負債   

長期借入金 33,234 32,392

繰延税金負債 26 33

退職給付引当金 2,845 3,045

ガスホルダー修繕引当金 221 206

負ののれん 842 960

その他固定負債 619 791

固定負債合計 37,790 37,429

流動負債   

1年以内に期限到来の固定負債 5,311 6,050

買掛金 5,138 9,715

短期借入金 5,872 41

未払金 889 2,342

未払法人税等 2,040 3,656

賞与引当金 450 445

その他流動負債 1,555 2,205

流動負債合計 21,257 24,457

負債合計 59,048 61,886

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,279 6,279

資本剰余金 4,589 4,589

利益剰余金 33,986 32,100

自己株式 △26 △25

株主資本合計 44,828 42,943

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,829 2,025

繰延ヘッジ損益 － 4

評価・換算差額等合計 1,829 2,029

少数株主持分 7,594 7,233

純資産合計 54,252 52,206

負債純資産合計 113,300 114,092
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 55,845 59,565

売上原価 28,047 43,614

売上総利益 27,797 15,950

供給販売費及び一般管理費 ※1  12,186 ※1  12,048

営業利益 15,611 3,902

営業外収益   

受取利息 32 34

受取配当金 88 92

負ののれん償却額 100 122

雑収入 127 164

営業外収益合計 348 413

営業外費用   

支払利息 392 335

雑支出 9 13

営業外費用合計 401 349

経常利益 15,558 3,966

特別利益   

ガス熱量変更引当金取崩し 57 －

投資有価証券売却益 － 1

移転補償金 － 73

特別利益合計 57 75

特別損失   

固定資産売却損 － 2

投資有価証券評価損 － 10

退職給付制度改定損 261 －

特別損失合計 261 13

税金等調整前四半期純利益 15,354 4,028

法人税等 5,268 1,457

少数株主利益 1,389 380

四半期純利益 8,697 2,190
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【第２四半期連結会計期間】 

(単位：百万円)

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 25,077 29,697

売上原価 10,537 22,266

売上総利益 14,539 7,430

供給販売費及び一般管理費 ※1  6,381 ※1  6,139

営業利益 8,158 1,290

営業外収益   

受取利息 16 19

受取配当金 85 90

負ののれん償却額 50 59

雑収入 58 97

営業外収益合計 212 267

営業外費用   

支払利息 185 169

雑支出 4 10

営業外費用合計 190 180

経常利益 8,179 1,378

特別利益   

ガス熱量変更引当金取崩し 28 －

投資有価証券売却益 － 1

移転補償金 － 73

特別利益合計 28 75

特別損失   

投資有価証券評価損 － 10

退職給付制度改定損 261 －

特別損失合計 261 10

税金等調整前四半期純利益 7,946 1,443

法人税等 2,628 505

少数株主利益 188 180

四半期純利益 5,129 757
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 15,354 4,028

減価償却費 5,750 6,347

長期前払費用償却額 1 －

繰延資産償却額 46 －

負ののれん償却額 △100 △122

有形固定資産除却損 202 33

投資有価証券評価損益（△は益） － 10

貸倒引当金の増減額（△は減少） △10 0

退職給付引当金の増減額（△は減少） △632 △199

ガスホルダー修繕引当金の増減額（△は減少） 17 15

賞与引当金の増減額（△は減少） 8 5

ガス熱量変更引当金の増減額（△は減少） △57 －

受取利息及び受取配当金 △120 △126

支払利息 392 335

有形固定資産売却損益（△は益） － 2

投資有価証券売却損益（△は益） － △1

売上債権の増減額（△は増加） 1,727 △2,540

たな卸資産の増減額（△は増加） 4,811 △2,859

仕入債務の増減額（△は減少） △7,346 △4,634

未払又は未収消費税等の増減額 968 △1,739

その他 321 △724

小計 21,332 △2,169

利息及び配当金の受取額 121 127

利息の支払額 △401 △341

法人税等の支払額 △512 △3,212

営業活動によるキャッシュ・フロー 20,540 △5,595

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △17 △19

定期預金の払戻による収入 136 22

有形及び無形固定資産の取得による支出 △7,480 △4,681

有形及び無形固定資産の売却による収入 5 5

投資有価証券の取得による支出 △335 △19

投資有価証券の売却による収入 － 11

貸付けによる支出 － △900

貸付金の回収による収入 136 114

工事負担金等受入による収入 206 272

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
収入

628 －

その他 △1,875 865

投資活動によるキャッシュ・フロー △8,594 △4,327
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年６月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △7,680 5,830

長期借入れによる収入 2,900 3,150

長期借入金の返済による支出 △3,966 △3,046

配当金の支払額 △221 △304

少数株主への配当金の支払額 △10 △13

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △8,978 5,615

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,966 △4,308

現金及び現金同等物の期首残高 698 5,046

現金及び現金同等物の四半期末残高 3,665 738
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

 
  
【表示方法の変更】 

  

 
  

【簡便な会計処理】 

  

 
  
【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  

 
  

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日 至 平成22年６月30日)

会計処理基準に関する事項の変更 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更 

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、主として工事完成基準を適用しておりましたが、「工事

契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間から適用し、第１四半

期連結会計期間に着手した工事契約から、当第２四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性

が認められる工事については工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。 

この変更による損益への影響はありません。 

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日 至 平成22年６月30日)

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

前第２四半期連結累計期間において、「長期前払費用償却額」と表示していたものは、重要性が乏しくなっ

たことにより当第２四半期連結累計期間では「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表

示しております。なお、当第２四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に

含まれる「長期前払費用償却額」は１百万円であります。 

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日 至 平成22年６月30日)

１ 一般債権の貸倒見積高の算定方法 

当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認め

られる場合に、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。 

２ たな卸資産の評価方法 

たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿

価切下げを行う方法によっております。 

３ 法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発

生状況に著しい変化がないと認められる場合に、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタック

ス・プランニングを利用する方法によっております。 

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日 至 平成22年６月30日)

税金費用の計算 

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益（累計期間）に当該見積実効税率を乗じて計算し

ております。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(四半期連結損益計算書関係) 

  

 
  

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

当第２四半期連結会計期間末 
(平成22年６月30日)

前連結会計年度 
(平成21年12月31日)

※１  有形固定資産の減価償却累計額は164,526百万円

であります。 

※１  有形固定資産の減価償却累計額は158,808百万円

であります。 

(自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日 
至 平成22年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間

※１ このうち、主要な費目及び金額は次のとおりであ

ります。 

給料 2,420百万円

減価償却費 3,639百万円

賞与引当金繰入額 385百万円

退職給付費用 326百万円
 

※１ このうち、主要な費目及び金額は次のとおりであ

ります。 

給料 2,434百万円

減価償却費 3,433百万円

賞与引当金繰入額 403百万円

退職給付費用 316百万円

(自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日) 

前第２四半期連結会計期間
(自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日) 

当第２四半期連結会計期間

※１ このうち、主要な費目及び金額は次のとおりであ

ります。 

給料 1,217百万円

減価償却費 1,888百万円

賞与引当金繰入額 385百万円

退職給付費用 162百万円

※１ このうち、主要な費目及び金額は次のとおりであ

ります。 

給料 1,223百万円

減価償却費 1,728百万円

賞与引当金繰入額 403百万円

退職給付費用 159百万円

(自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日 
至 平成22年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 3,093百万円

預入期間が３か月を超える 

定期預金 
△27 

その他流動資産勘定に含まれ

る譲渡性預金 
600 

現金及び現金同等物 3,665 

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 

現金及び預金勘定 764百万円

預入期間が３か月を超える 

定期預金 
△25 

現金及び現金同等物 738 
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(株主資本等関係) 

当第２四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成22年１月１

日 至 平成22年６月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  
２ 自己株式に関する事項 

 
  
３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  
４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 76,192,950 

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 50,761 

決議 株式の種類
(百万円) 

配当金の総額 １株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年３月25日 
定時株主総会 

普通株式 304 4.0 平成21年12月31日 平成22年３月26日 利益剰余金

決議 株式の種類
(百万円) 

配当金の総額 １株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年８月５日 
取締役会 

普通株式 380 

普 通 配 当 

創立100周年 
記 念 配 当 

計

4.0 

1.0 

5.0 

平成22年６月30日 平成22年９月１日 利益剰余金
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第２四半期連結会計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 
  

 
(注)  事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称 

 
  

当第２四半期連結会計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日) 
  

 
(注)  事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称 

 
  

 ガス  
ＬＰＧ・その
他エネルギー

その他 計
消去 

又は全社 
 連結

 (百万円)  (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)  (百万円)

売上高     

(1) 外部顧客に対する 
売上高 20,825 2,464 1,787 25,077 ― 25,077

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

144 48 1,641 1,835 (1,835) ―

計 20,970 2,512 3,429 26,912 (1,835) 25,077

営業利益又は 

営業損失(△) 
9,072 277 △44 9,305 (1,147) 8,158

事業区分 主要な製品

ガス ガス、ＬＮＧ 

ＬＰＧ・その他エネルギー ＬＰＧ、オンサイト・エネルギーサービス 

その他 
ガス工事、ガス機器、不動産賃貸、住宅設備機器、事務機器等

のリース 

 ガス  
ＬＰＧ・その
他エネルギー

その他 計
消去 

又は全社 
 連結

 (百万円)  (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)  (百万円)

売上高     

(1) 外部顧客に対する 
売上高 25,399 2,787 1,510 29,697 ― 29,697

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

183 70 1,360 1,614 (1,614) ―

計 25,583 2,857 2,871 31,312 (1,614) 29,697

営業利益又は 

営業損失(△) 
1,826 247 △43 2,030 (740) 1,290

事業区分 主要な製品

ガス ガス、ＬＮＧ 

ＬＰＧ・その他エネルギー ＬＰＧ、オンサイト・エネルギーサービス 

その他 ガス工事、ガス機器、リフォーム事業、事務機器等のリース 
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前第２四半期連結累計期間(自 平成21年１月１日 至 平成21年６月30日) 
  

 
(注)  事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称 

 
  

当第２四半期連結累計期間(自 平成22年１月１日 至 平成22年６月30日) 
  

 
(注)  事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称 

 
  

【所在地別セグメント情報】 

前第２四半期連結会計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日）及び当第２四半期連結

会計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自 平

成21年１月１日 至 平成21年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至

平成22年６月30日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当する事項はありません。 
  

【海外売上高】 

前第２四半期連結会計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日）及び当第２四半期連結

会計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自 平

成21年１月１日 至 平成21年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至

平成22年６月30日） 

海外売上高がないため該当する事項はありません。 

 ガス  
ＬＰＧ・その
他エネルギー

その他 計
消去 

又は全社 
 連結

 (百万円)  (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)  (百万円)

売上高     

(1) 外部顧客に対する 
売上高 46,916 5,328 3,600 55,845 ― 55,845

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

270 128 2,859 3,258 (3,258) ―

計 47,187 5,456 6,459 59,103 (3,258) 55,845

営業利益又は 

営業損失(△) 
16,801 774 △107 17,469 (1,857) 15,611

事業区分 主要な製品

ガス ガス、ＬＮＧ 

ＬＰＧ・その他エネルギー ＬＰＧ、オンサイト・エネルギーサービス 

その他 
ガス工事、ガス機器、不動産賃貸、住宅設備機器、事務機器等

のリース 

 ガス  
ＬＰＧ・その
他エネルギー

その他 計
消去 

又は全社 
 連結

 (百万円)  (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)  (百万円)

売上高     

(1) 外部顧客に対する 
売上高 50,064 5,931 3,569 59,565 ― 59,565

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

374 167 2,639 3,181 (3,181) ―

計 50,438 6,098 6,208 62,746 (3,181) 59,565

営業利益又は 

営業損失(△) 
4,717 632 △18 5,331 (1,429) 3,902

事業区分 主要な製品

ガス ガス、ＬＮＧ 

ＬＰＧ・その他エネルギー ＬＰＧ、オンサイト・エネルギーサービス 

その他 ガス工事、ガス機器、リフォーム事業、事務機器等のリース 
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(１株当たり情報) 

  

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 

 
  

(注) １株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  
  

 
  

(注) １株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年12月31日)

１株当たり純資産額 612円77銭 １株当たり純資産額 590円64銭

至 平成21年６月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日

至 平成22年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日

１株当たり四半期純利益 116円46銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式がないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益 28円76銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式がないため記載しておりません。 

項目
至 平成21年６月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日

至 平成22年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日

四半期純利益 (百万円) 8,697 2,190 

普通株主に帰属しない金額 (百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益 (百万円) 8,697 2,190 

普通株式の期中平均株式数 (株) 74,672,609 76,142,522 

至 平成21年６月30日) 

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年４月１日

至 平成22年６月30日) 

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年４月１日

１株当たり四半期純利益 68円78銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式がないため記載しておりません。 

 

１株当たり四半期純利益 9円94銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式がないため記載しておりません。 

項目
至 平成21年６月30日) 

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年４月１日

至 平成22年６月30日) 

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年４月１日

四半期純利益 (百万円) 5,129 757 

普通株主に帰属しない金額 (百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益 (百万円) 5,129 757 

普通株式の期中平均株式数 (株) 74,582,136 76,142,393 
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 平成22年８月５日開催の取締役会において、第163期の中間配当を行うことを決議しました。 

２ 【その他】

中間配当総額 380百万円 

１株当たり中間配当額 ５円00銭 

（うち創立100周年記念配当 １円00銭） 

支払請求権効力発生日 
並びに支払開始日 

平成22年９月１日 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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静岡瓦斯株式会社 

 
  
 

  
 

  
 

  

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている静

岡瓦斯株式会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

(平成21年４月１日から平成21年６月30日)及び第２四半期連結累計期間(平成21年１月１日から平成21年６

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、静岡瓦斯株式会社及び連結子会社の平成21

年６月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の

経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

平成21年８月７日

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ  

指定有限責任社員 
業務執行社員

 公認会計士  向   眞 生  ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員

 公認会計士 谷 津  良 明  ㊞ 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 

 



  
 

静岡瓦斯株式会社 

 
  
 

  
 

  
 

  

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている静

岡瓦斯株式会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成22年１月１日から平成22

年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、静岡瓦斯株式会社及び連結子会社の平成22

年６月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の

経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

平成22年８月６日

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ  

指定有限責任社員 
業務執行社員

 公認会計士  向   眞 生  ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員

 公認会計士 谷 津  良 明  ㊞ 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年８月13日 

【会社名】 静岡瓦斯株式会社 

【英訳名】 SHIZUOKAGAS CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 取締役社長 岩崎 清悟 

【最高財務責任者の役職氏名】      ― 

【本店の所在の場所】 静岡県静岡市駿河区八幡一丁目５番38号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 

 



当社取締役社長岩崎清悟は、当社の第163期第２四半期(自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30

日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしまし

た。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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